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SIL（Safety Integrity Level）を規定している(2)。

これは図3に示すようなシステム要求、安全性要求の

中で偶発的な故障に対する安全性の定量化を目的と

して、SIL1（危険事象発生率：10-6～10-5/hr）からSIL4

（同 10-9～10-8/hr）を規定している。一般的に、信号

保安システムの安全関連機能にはSIL4が要求される。

日本の鉄道システムは実績として SIL4 より 2 桁以上

高いレベルの安全性を実現してきたが、国際規格では

SIL算定の理論的な根拠の提示が求められるため、そ

の対応が必要である。 
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図3 システム要求仕様、安全性要求仕様とSIL(2) 

４．ISAとしての評価手法標準化へ向けた対応例 

４．１．評価対象の展開先の区分 
国内向けの事例では、国際規格への適合は求められ

ず、鉄道事業者等が提示する安全性要件への適合性評

価が求められるケースが多い。そのため評価手法の標

準化に当たっては、完全な共通化をめざすよりも、評

価対象の展開先の違いによって異なる部分を許容す

る方が適切と考える。ただし将来的な国際化の可能性

も踏まえ、可能な限り共通化することが望ましい。 
４．２．明確にすべき項目 
４．２．１．評価対象範囲 
 ISA評価の内容や結果については依頼者のメーカ等

に限らず、システム納入先に対しても責任が生じる可

能性がある。したがってISA評価として責任を持つ対

象範囲を明確にし、併せて、ヒューマンエラー等、ISA

評価の対象外であり責任を負わない部分を明示する。 

４．２．２．用語、略語 
 IEC 62278等の国際規格では、文書中の主な用語、

略語の定義が明確にされている。これに倣ってISA評

価においても主要な用語、略語の定義を明確にする。 
４．２．３．参照資料 

 ISA評価では評価の根拠となる参照資料として、前

述のセーフティケース等の他、評価対象システムに関

する各種の技術資料が提示される。この場合参照資料

に文書管理番号が無いと、ISA評価完了後の資料特定

が困難となり評価結果の再見が必要な場合に支障が

生じると予想されるため、参照資料には全て文書管理

番号が付与され、報告書に明示されることとする。 

４．３．FMEAと FTA 

 当所の ISA 評価では FMEA（Failure Mode Effects 

Analysis）およびFTA（Fault Tree Analysis）を中核

的な手法として用いてきた。一方、IEC 62425 では

Technical Safety Report における単一異常影響

（Effects of single faults）および複合異常影響

（Effects of multiple faults）に対する安全性担保

が規定され、FMEAを前者、FTAを後者の主要な解析手

段として挙げている(2)。したがってFMEA、FTAによる

解析をこのような位置付けとするともに、FTAでは図

4に示すように、基本事象から頂上事象への到達を阻

む制約ゲートの存在と信頼性（SIL等）を明確にする

ことで、安全性に対する評価を実施する。また、FTA

は静的な事象解明には有意であるが、動的な事象解明

には状態遷移図を利用した確率計算も行う。 
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図4 FTAによる複合異常影響解析と制約ｹﾞｰﾄ（模式図） 

５．まとめ 
 当所（交通安全環境研究所）がISAとして実施して

きた安全性評価の近況をケーススタディとし、評価手

法の国際規格との整合を重視した標準化への道筋と、

当所の独自手法について説明した。 

参考文献 

(1)INTERNATIONAL SATNDARD IEC 62278対訳版（2002） 

(2)INTERNATIONAL SATNDARD IEC 62425（2007） 
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１．はじめに 

鉄道システムでは、変電所施設をはじめ、車両や軌

道、信号システム等あらゆるところで電気・電子機器

が使用され、当然のことながらこれら機器から電波雑

音や電磁界が放射される。そのような環境の中、鉄道

システムから放射される電波雑音が他の機器へ影響

を与えたり、他の機器からの影響を受けたりする電磁

両立性（EMC）や、電磁界が人体へ与える影響（EMF）
について、国際規格や防護指針という形で提案されて

きた。 
このような状況のなか、経済産業省より電気設備か

ら生じる超低周波磁界の規制として商用周波数に対

し「電気設備に関する技術基準を定める省令」の改正

が平成 23 年 3 月 31 日行われ 1)、変電所、開閉所、変

圧器、電線路等の電力設備から発生する磁界値を、人

体への健康影響を考慮して ICNIRP 指針を参考に

200μT 以下とする規制が導入された。 
これを受け、鉄道用電力設備については、国土交通

省より「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」が

平成 24 年 7 月 2 日改正（平成 24 年 8 月 1 日施行）

され、変電所、電車線、電気機器設備等において、新

規に施工される施設や既存設備の改良工事の際に適

用されることとなった。2) 
このように、日本国内においても、人体に対する磁

界に関し、注目されるようになった現在、鉄道におい

ても、直流から交流まで測定可能なフラックスゲート

方式の磁界測定機を用いて測定し、国際規格に準拠し

た磁界測定結果をどのように評価すべきかが課題と

なった。 
そこで、本稿では鉄道車両から主に発生する直流か

ら 20kHz における複数の周波数からなる磁界につい

て、磁界の評価手法を考案することを目的とし、検討

を行ったので報告する。 
２．ICNIRP のガイドライン 

我が国では、鉄道車両から放射される磁界に対する

評価方法や規制値については、現在は、特に定められ

ていない。 
そのため、一般的には ICNIRP のガイドラインの

参考レベルを判断基準とすることが多い。この参考レ

ベルのうち、交流磁界については、脳内誘導電界と中

枢神経系以外の身体の組織における磁界の誘導電流

を考慮し導出された値であり、2010 年に改訂された

ICNIRP のガイドラインの交流磁界に対する公衆ば

く露の参考レベルのグラフを図 1 に示す。3) 
また、ICNIRP ガイドラインにおける直流磁界に対

する公衆曝露の参考レベルは、400mT とされている。

4) 

図１ 交流磁界に対する ICNIRP のガイドラインの 
参考レベル(実線:職業的曝露、点線:公衆曝露) 

３．評価方法 
３．１．直流磁界 
鉄道車両から発生する直流磁界を評価するために

は、時間領域において最大値を知る必要がある。ただ

し、時々刻々と変化する磁界において、直流磁界をど

のように抽出するかが課題となる。 
そこで、本稿では、次の方法により直流磁界を抽出

することとした。まず、磁界測定機から得られた時間

領域の三軸の磁束密度を三軸合成する。その後、１秒

の移動平均処理を行い、これを直流磁界とした（図 2
参照）。ただし、鉄道車両内では、力行から制動へ状
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態が変化する時など、瞬時に電流の向きが変化する場

合がある。この状態は三軸合成結果では確認すること

ができないため、図 3 に示すように各軸において０を

横切って変化しているか否かを確認し、０を横切って

変化している磁界を「変動値」として評価することと

した。 

図2 直流磁界の評価方法（その１） 

赤線:3軸合成後の波形、黒線:1秒移動平均後の波形 

図3 直流磁界の評価方法（その２）（例：Ｘ軸） 

３．２．交流磁界 
鉄道車両から発生する交流磁界を評価するために

は、周波数領域において最大値を知る必要がある。

我々は、磁界測定機から得られた時間領域の磁束密度

のデータをフーリエ変換し、周波数領域において解析

を行うこととした。ただし、鉄道車両における磁界の

評価を行う場合、時々刻々と変化し放射される磁界に

対して、力行や制動といった走行状態全体をフーリエ

変換すると、走行状態全体で平均化されるため、磁界

の状態を正確に評価できているとは言い難い。 
そこで、本稿では、次の方法により交流磁界を評価

することとした。まず、第一段階として、1[sec]毎に

フーリエ変換し、作成した時間・周波数・強度からな

る 3 次元データを 2 次元カラーマップとする。（図 4）
第二段階として、第一段階で得られた 3 次元データを

ICNIRP のガイドラインにより正規化し、2 次元の評

価カラーマップとする。（図 5） 
これにより、従来から用いられるグラフによる表記

では評価したいデータの一面のみを示すにとどまり

評価結果の把握が困難であったが、第一段階で得られ

た 2 次元カラーマップでは鉄道車内における磁界の

周波数領域の時間変化が確認できるとともに、第二段

階で得られる 2 次元評価カラーマップでは、INCIRP
のガイドラインの参考レベルとの「余裕度」の時間変

化を確認することができるようになる。 
４．まとめ 

本稿では、測定した磁界の評価方法について検討を

行った結果について述べた。 

鉄道車両のように時間変化を伴う磁界の評価方法

については現在明確には定められていない状況であ

る。本稿で示した方法は過渡的変動に対し、ICNIRP
のガイドラインで評価する方法を示したものである。 
今後は、ICNIRP のガイドラインで示されている評

価方法のひとつである複数周波数の磁界が発生して

いる場合の評価方法について、検討を進めていきたい

と考えている。 
参考文献 
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http://www.jeic-emf.jp/whats_new/20120709.html 
3)国際非電離放射線防護委員会,”声明時間変化する電
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図 4 力行時の磁束の変化（第一段階の処理結果）

図 5 力行時のガイドラインに対する余裕度の変化 
（第二段階の処理結果） 
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１．まえがき 
 国土交通省のASV（先進安全自動車）プロジェクト

はITS（高度道路交通システム）等の先進技術を利用

してドライバーの安全運転を支援するシステムを搭

載した自動車の技術開発、実用化、普及を促進してい

る。当研究所は、この技術のうち通信利用型安全運転

支援システムを路面電車にも展開し、自動車と路面電

車の間で車車間通信により位置、速度等の情報を授受

し、接触や衝突を防止するための安全運転支援システ

ム（以下「本システム」）を構築した。その仕様、お

よび公道上の実車走行実験による機能検証について

報告する。 

２．広島地区 ITS 公道実証実験について 
本システムは、広島地区ITS公道実証実験連絡協議

会が主催する世界初の路面電車－自動車間通信型ASV

デモンストレーション（デモ）の実施に合わせて開発

されたものである。広島市では、路面電車が市民の足

として定着しており、一日平均約 15 万人の利用があ

る。当研究所は、東京大学、(株)マツダ、広島電鉄(株)

と共に上記協議会の一員として、700MHz帯高度道路交

通システム標準規格準拠の無線機を用いた、路面電車

と自動車の安全運転支援システムを構築し、第 20 回

ITS 世界会議東京 2013 のポストコングレスツアーと

して図1に示すようなデモを実施した(1)(2)(3)。 

 
図1 路面電車と自動車の安全性向上システムデモ

（イメージ） 

デモにおいては、路面電車と自動車が道路空間を共

有する箇所において、本システムを搭載した次世代型

路面電車（LRV）(3)と、独自の先進安全技術を盛り込

んだ自動車（ASV5対応乗用車）(2)により、双方の安全

性が高まるようなシステムを提示した。 

３．支援システムのねらい 

中央部分に路面電車（以下「電車」という）の併用

軌道が敷設されている道路においては、図2、図3に

例示するような電車と自動車の接近場面が頻繁に生

じる。しかし電車はハンドル操作による回避が不可能

であり、また通行区分や制動能力等が自動車とは異な

るため、自動車との接触や衝突等の事故につながる可

能性が高まると予想される。 
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図2 右折自動車の右後方から電車が接近する場面 
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図3 脇道から自動車が軌道を跨ぎ右折進入する場面 

このような接近場面で、電車と自動車の間で無線通

信による情報交換が行われ、双方の運転者に対し、相


